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一般廃棄物処理業者に関することに係るコンピュータ処理について（答申）

２００５年１０月７日付けで諮問（第１５８号）された一般廃棄物処理業者に関

することに係るコンピュータ処理について次のとおり答申します。

１ 審議会の結論

藤沢市個人情報の保護に関する条例(平成１５年藤沢市条例第７号。以下「条

例」という。)第１８条の規定によるコンピュータ処理をする必要性があると認

められる。

２ 実施機関の説明要旨

実施機関の説明を総合すると、本事業の実施に当たりコンピュータ処理の必要

性及び安全対策は次のとおりである。

(1) 諮問に至った経過

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条では、一般廃棄物の収集又は運搬

を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する市町村長

の許可を受けなければならないと規定され、本市でも法令に基づき一般廃棄物

処理業の許可事務を行っている。

当該事務の処理については、現在エクセルを使用し業者情報の管理を行って

いるが、許可申請書の受付から許可証発行までの一連のシステムとはなってい

ないことから、許可業務の効率化を図るためシステム化を図ることが課題とな

っていた。

(2) コンピュータ処理をする必要性について

ア 本市が平成１８年４月から保健所政令市に移行することに伴い、使用済自

動車の再資源化等に関する法律に定める事務が新たに神奈川県から委譲され



ることとなった。そのため事務の執行に当たり、登録、許可業務の申請受付、

起案決済、許可証発行までのシステム化を図る必要から、登録管理システム

を導入の予定であり、このシステムを活用し一般廃棄物処理業の許可事務の

効率化を図ることが合理的であるため、コンピュータ処理をする必要がある。

イ システムで取り扱う情報は、一般廃棄物許可業者、車両、従業員、排出事

業者等に関する情報であり、具体的には氏名、性別、生年月日、電話番号、

本籍、役職、犯罪歴、処分法令違反に関する情報、後見人・破産者等に関す

る情報となっており、申請時に本人から収集するものである。

(3) システムの安全対策について

本システムは非公開系ネットワークとして構築したうえで外部との接続は行

わず、またＩＤ及びパスワードを設定し操作者を廃棄物指導担当職員に限定し、

システムサーバーは環境管理課内に設置したうえで施錠により厳重に管理を行

う。日常の安全対策としては、「藤沢市一般廃棄物処理業者情報管理システム

業務取扱要領」を定め安全対策に努める。

(4) 実施時期

２００６年４月１日実施予定

３ 審議会の判断理由

当審議会は、次に述べる理由によりコンピュータ処理について認めるものであ

る。

(1) コンピュータ処理をする必要性について

実施機関からの説明によると、一般廃棄物処理業の許可事務については現在

エクセルで作成し処理を行っているとのことであるが、事業者の登録管理シス

テムを導入することにより、本業務の事務の効率化を図ることが可能となるこ

とからコンピュータ処理をする必要性が認められる。

(2) 安全対策について

本業務の処理に当たっては、操作者を限定し、システム機器等の管理につい

てセキュリティ対策を講じるとともに、「藤沢市一般廃棄物処理業者情報管理

システム業務取扱要領」を定め処理するため、安全対策上の措置が施されてい

ると認められる。

以 上




